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１．研究計画の概要 
 本研究は、若者の職業意識の希薄化と職業
能力の低下、フリーターの増加問題に対して、
その根本的な解決を「自己実現と社会貢献志
向の職業意識と職業能力形成」に求め、それ
を実践しているフランスの「社会・職業生活」
科のカリキュラムと教科書分析を行うこと
によって、具体的な教材論・教育実践レベル
での問題解決の提案をすることを目的とす
る。この研究成果は、初等・中等教育におけ
るキャリア準備・職業生活マネジメント教育
プログラムの研究開発と実践に寄与するも
のである。さらに、フランスの「社会・職業
生活」科教育の最新動向と、最近導入された
「職場体験」との関連構造を調査研究するこ
とによって、日本のキャリア教育に関する各
種取り組みを一元化し、職業生活認識力と課
題を解決しながら職業生活における持続可
能な発達を可能とするマネジメント力（市民
生活リテラシー）を確実に身に付けるための
カリキュラム開発を行う。 
 
２．研究の進捗状況 

(1)職業リセの教養教育科目「社会・職業生
活Ｖie  sociale et professionnelle」科教育に
おけるキャリア準備・職業生活マネジメント
教育の内容における科学的概念の特質及び
それらの系統性と関連性を、学習指導要領及
び教科書の分析を通して解明した。 

職業生活領域の教育内容の特徴は、第一に、
就業準備段階で必要な「職業教育制度」「求
職情報の獲得方法」「労働関連の法律や労働
契約」に関する知識からはじまり、実際の職
業生活を維持し、職業生活上予想される諸問

題を解決したり、リスク防止とリスク管理の
ために必要な「就業・労働に関する権利と義
務」「従業員代表の役割と選出方法」「解雇に
関する規則や手続き、失業手当等の退職時の
援助」「各種のリスク・労働災害」に関する
法学、経営学などの社会科学と、心理学、病
理学、人間工学などの総合科学の知識と実用
的な情報が中心である。 

第二に、これらの教育内容は、学習者が希
望する職業に就くためにどのような学校で
資格を取得したらよいのか、雇用者との間に
どのような契約が必要なのかといった職業
生活設計に直接結びつくものだけでなく、自
己の生涯発達を見通し、予想される職業生活
上の問題解決や、ストレス・マネジメントか
ら失業回避を含むリスク防止、労働組合に参
加して労働者の権利と義務を果たすことの
意味などを追求し、職業生活の稼働主体とし
てクリティカルな分析と思考を伴った労働
が可能となるように系統立てられていた。 
(2)フランス人研究者との意見交換と資料収
集を行うと同時に、最近のフランスの職業教
育に影響を与えているアメリカ、カナダにお
いて資料収集を行った。アメリカ・カナダの
キャリア開発教育は総合、EU は専門化が特
徴であった。 
 
３．現在までの達成度 
①当初の計画以上に進展している。 
 （理由） 
フランスの「社会・職業生活」科の最新プ

ログラムと資料を入手し、分析することがで
きた。その結果、フランスでは一層職業生活
教育が推進され、様々な生活上の状況に構造



的にアプローチできる能力、生活の質の向上
を図る健康・環境・消費・職業生活の管理能
力の養成という目的を追求している。 

また、フランスの研究者、教科書編著者、
視学官に聞き取り調査を実施した結果、フラ
ンスのキャリア教育実践の最近の特徴とし
て、「実体験と能動的認識を重視した科学教
育」の改革運動の影響が強まってきているこ
とがわかった。 
 
４．今後の研究の推進方策 
(1)前３年間の研究成果について再度検討を
行いつつ、日本におけるキャリア教育の学
力論やカリキュラムを、教科書分析の方法
によって検討し、日仏比較を行う。 
(2)学習者の発達段階や学習要求に応じて、
より具体的で、現実的な教育内容であると
ともに、ワーク・ライフ・バランスを実現
できる「ライフキャリアデザイン教育」と
しての家庭科教育をコアとした系統的なカ
リキュラム開発を行う。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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